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(57)【要約】
【課題】加熱炉内へ冷却ガスが放出されるのを抑制しつ
つバーナの先端部を冷却することができ、且つバーナ全
体の外径を拡大させることがないバーナおよびそのバー
ナの冷却方法を提供する。
【解決手段】加熱炉１内へ向けて先端側から燃料ガスを
噴射する管状のバーナ３であって、燃料ガス通路２１を
形成する内管１１と、内管１１の外周側に配置された外
管１２を有し、内管１１と外管１２との間に冷却ガス通
路２２が形成され、冷却ガス通路２２の先端は、内管１
１の先端部と外管１２の先端部との間にバーナ３の周方
向に沿って環状に形成されたスリット２４のみが加熱炉
１内に向けて開放され、冷却ガス通路２２は、後端から
スリット２４の後端側に設けられた連通部２３までの間
、バーナ３の周方向に複数の通路２２ａ、２２ｂ、２２
ｃ、２２ｄに分割され、分割された複数の通路２２ａ、
２２ｂ、２２ｃ、２２ｄ同士が連通部２３で連通する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加熱炉内へ向けて先端側から燃料ガスを噴射する管状のバーナであって、
　燃料ガス通路を形成する内管と、前記内管の外周側に配置された外管を有し、前記内管
と前記外管との間に冷却ガス通路が形成され、
　前記冷却ガス通路の先端は、前記内管の先端部と前記外管の先端部との間に前記バーナ
の周方向に沿って環状に形成されたスリットのみが前記加熱炉内に向けて開放され、
　前記冷却ガス通路は、後端から前記スリットの後端側に設けられた連通部までの間、前
記バーナの周方向に複数の通路に分割され、分割された前記複数の通路同士が前記連通部
で連通することを特徴とする、バーナ。
【請求項２】
　前記スリットが、前記バーナの軸方向に複数箇所設けられ、それぞれのスリットは、前
記バーナの半径方向の高さ位置が互いに異なることを特徴とする、請求項１に記載のバー
ナ。
【請求項３】
　請求項１または２のいずれかに記載のバーナにおけるバーナの冷却方法であって、
　前記冷却ガス通路の複数の通路のうち、一部の通路を冷却ガス流入通路、残りの通路を
冷却ガス排出通路とし、
　前記冷却ガス流入通路の後端部から冷却ガスを供給し、供給された前記冷却ガスが、前
記連通部で折り返して前記冷却ガス排出通路へ流入し、前記冷却ガス排出通路の後端へ向
けて流れるようにすることを特徴とする、バーナの冷却方法。
【請求項４】
　前記複数の通路は偶数個であり、前記冷却ガス流入通路と冷却ガス排出通路とを周方向
に交互に配置することを特徴とする、請求項３に記載のバーナの冷却方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バーナのノズル部の冷却機構を有するバーナ、およびそのバーナの冷却方法
に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　例えば鉄鋼材料を圧延工程の前工程として加熱する際に、加熱炉が用いられ、加熱炉内
を加熱する手段として、バーナが広く用いられている。このバーナは、加熱炉内に向けて
燃料ガスが噴射される燃料ガス通路の先端側が、高温環境下に晒されて劣化しやすい。
【０００３】
　そのため、従来、バーナは通常二重管構造またはそれ以上の複数の同心の管を有する構
造となっており、外側の管と内側の管との隙間を利用してバーナの先端部を冷却する技術
が提案されている。
【０００４】
　例えば特許文献１には、炉本体内の燃焼室に向けて配置されたバーナにおいて、バーナ
本体の素材に金属を用い、バーナ本体の全長のうち、炉本体の外部に突出している部分の
外周に、水冷式の冷却手段を設ける技術が開示されている。
【０００５】
　また、特許文献２には、燃料ノズル管の外周に二重管からなる冷却空気管を配設し、冷
却空気が外側通路から先端に向けて導入し、先端部でＵターンして内側通路から戻るよう
な構成とし、この空気冷却管の熱膨張による伸び縮みを吸収するために、燃焼ノズル管の
後部に熱伸縮吸収装置を設けた技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
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【特許文献１】特開平１１－２５７６１３号公報
【特許文献２】特開２００１－１８２９１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところが、特許文献１に記載されているバーナは、主管の全長に亘ってその外周全周に
副管が間隔を開けて囲んでおり、主管内の第一流路に燃料が送られるとともに、主管と副
管との間の第二流路に空気等が送られ、開口している主管の先端と副管の先端から燃料と
空気等がそれぞれ吐出される。すなわち、炉内へ空気等が放出されるため、炉内の温度が
低下することによる炉内の加熱効率の低下を招き、燃料コストが増大する。さらに、供給
される空気量の過多によるＮＯｘの発生量の増大が生じるという問題がある。
【０００８】
　特許文献２に記載されている冷却装置は、外管とバーナとの間の先端側の開口部が閉鎖
されているが、熱伸縮吸収装置により外管とバーナとが互いに異なる熱膨張量でバーナの
軸方向に膨張可能となっており、バーナの軸方向の熱応力の発生を抑制し得る。しかしな
がら、先端側において、バーナの径方向について外管及びバーナの変形が拘束されるので
、外管とバーナとの間での温度差に起因してバーナの径方向に熱応力が生じる。ゆえに、
径方向の熱応力によって外管とバーナとの接続部等に亀裂が発生する可能性がある。また
、燃料ノズル管の外周に設けられる冷却空気管が二重構造になっているため、バーナ全体
の外径が大きくなるという問題がある。
【０００９】
　本発明は、上記問題に鑑みてなされたものであり、加熱炉内へ冷却ガスが放出されるの
を抑制しつつバーナの先端部を冷却することができ、且つバーナ全体の外径を拡大させる
ことがないバーナおよびそのバーナの冷却方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記問題を解決するため、本発明は、加熱炉内へ向けて先端側から燃料ガスを噴射する
管状のバーナであって、燃料ガス通路を形成する内管と、前記内管の外周側に配置された
外管を有し、前記内管と前記外管との間に冷却ガス通路が形成され、前記冷却ガス通路の
先端は、前記内管の先端部と前記外管の先端部との間に前記バーナの周方向に沿って環状
に形成されたスリットのみが前記加熱炉内に向けて開放され、前記冷却ガス通路は、後端
から前記スリットの後端側に設けられた連通部までの間、前記バーナの周方向に複数の通
路に分割され、分割された前記複数の通路同士が前記連通部で連通することを特徴とする
、バーナを提供する。
【００１１】
　前記バーナにおいて、前記スリットが、前記バーナの軸方向に複数箇所設けられ、それ
ぞれのスリットは、前記バーナの半径方向の高さ位置が互いに異なっていてもよい。
【００１２】
　また、本発明は、前記バーナにおけるバーナの冷却方法であって、前記冷却ガス通路の
複数の通路のうち、一部の通路を冷却ガス流入通路、残りの通路を冷却ガス排出通路とし
、前記冷却ガス流入通路の後端部から冷却ガスを供給し、供給された前記冷却ガスが、前
記連通部で折り返して前記冷却ガス排出通路へ流入し、前記冷却ガス排出通路の後端へ向
けて流れるようにすることを特徴とする、バーナの冷却方法を提供する。
【００１３】
　前記バーナの冷却方法において、前記複数の通路は偶数個であり、前記冷却ガス流入通
路と冷却ガス排出通路とを周方向に交互に配置してもよい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、加熱炉内へ冷却ガスが放出されるのを抑制しつつバーナの先端部を冷
却することができる。しかも、バーナ全体の外径を拡大させることがない。
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【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施形態にかかるバーナを備えた加熱炉の例を示す概略平面図である。
【図２】本発明の実施形態にかかるバーナの概略を示す断面図である。
【図３】図２のＡ－Ａ線から見たバーナの断面図である。
【図４】図２の内管の先端部の形状および冷却ガスの流れを説明する斜視図である。
【図５】図２のＢ部の拡大図である。
【図６】本発明の実施例にかかるバーナの温度と冷却ガスリーク率を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施の形態を、図を参照して説明する。なお、本明細書および図面にお
いて、実質的に同一の機能構成を有する要素においては、同一の符号を付することにより
重複説明を省略する。
【００１７】
　図１は、本発明にかかるバーナを備えた加熱炉の例であり、鉄鋼材料２の圧延工程の前
工程として鉄鋼材料２を加熱する加熱炉１を示す。この加熱炉１は、ブルームと呼ばれる
厚板の鉄鋼材料２を例えば１２００℃まで加熱する工程において用いられる。
【００１８】
　加熱炉１は、例えば幅方向が１０ｍ、鉄鋼材料２の搬送方向が３４ｍ程度の大きさであ
り、幅方向の両側壁に、バーナ３が例えば上下２段に１４本ずつ設置されている。バーナ
３は、加熱炉１の炉壁４に設けられた開口に先端部を貫通させて設置される。バーナ３の
後端側は炉外側に位置し、燃料ガスは、バーナ３の後端部からバーナ３へ供給される。供
給された燃料ガスは、バーナ３の先端側から加熱炉１の内部の燃焼室１０へ向けて噴射さ
れ、加熱炉１内が加熱される。
【００１９】
　図２は、本実施形態にかかるバーナ３の構造の概略を示す。管状のバーナ３は、内管１
１と外管１２とを備えた二重管構造になっている。内管１１の内部は燃料ガス通路２１で
あり、内管１１と外管１２との隙間に、燃料ガス通路２１の外周全体を覆うように、冷却
ガス通路２２が形成されている。そして、冷却ガス通路２２は、バーナ３の後端から先端
の直前までの間において、図３に示すように、仕切り壁１３によって周方向に複数、本実
施形態では４つの通路２２ａ、２２ｂ、２２ｃ、２２ｄに分割されている。そして、仕切
り壁１３の先端と冷却ガス通路２２の先端までの間、つまり、仕切り壁１３が設けられて
いない冷却ガス通路２２の先端部は、分割された各通路２２ａ、２２ｂ、２２ｃ、２２ｄ
が連通する連通部２３になっている（図４参照）。
【００２０】
　本実施形態において、例えば通路２２ａ、２２ｃを冷却ガス流入通路とし、通路２２ｂ
、２２ｄを冷却ガス排出通路とする。すなわち、冷却ガス流入通路と冷却ガス排出通路と
を周方向に交互に備えている。冷却ガス流入通路および冷却ガス排出通路は、加熱炉１の
炉壁４よりも炉外側において、それぞれ冷却ガス流入管３１および冷却ガス排出管３２に
接続されている。冷却ガスは、冷却ガス流入管３１から冷却ガス流入通路２２ａ、２２ｃ
へ供給されて先端に向けて流入し、仕切り壁１３が無くなる冷却ガス通路２２の先端部の
連通部２３で折り返して冷却ガス排出通路２２ｂ、２２ｄに流入し、後端に向けて流れた
後、冷却ガス排出管３２から排出される。冷却ガス流入通路２２ａ、２２ｃへ連続的に冷
却ガスを供給することにより、冷却ガス流入通路２２ａ、２２ｃおよび冷却ガス排出通路
２２ｂ、２２ｄにおいて、一方向に冷却ガスの流れが形成される。冷却ガス通路２２に供
給される冷却ガスとしては、例えば空気や窒素等が適用できる。
【００２１】
　冷却ガス通路２２の先端は、加熱炉１の燃焼室１０に対して略閉鎖されている。ただし
、内管１１の先端部と外管１２の先端部との間には、冷却ガス通路２２から燃焼室１０に
向けて開放されるスリット２４が、バーナ３の周方向に沿って環状に形成されている。燃
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料ガス通路２１を囲む内管１１は、バーナ３の加熱時には、外管１２よりも高温になる。
内管１１と外管１２とがスリット２４を介して離隔していることにより、内管１１と外管
１２とは、互いに異なる熱膨張量で、バーナ３の軸方向および径方向に膨張することがで
きる。つまり、内管１１の先端側は、バーナ３の軸方向および径方向について、外管１２
の先端側によって変形を拘束されることなく、バーナ３の加熱に伴って変形することがで
きる。それにより、内管１１と外管１２との温度差に起因するバーナ３の軸方向及び径方
向の熱応力の発生を抑制し、破損を防止することができる。
【００２２】
　図５は、図２のＢ部の拡大図である。スリット２４は、内管１１と外管１２との熱膨張
量の差で発生する熱応力による破損を防ぐために、０．３ｍｍ以上の間隔Ｓ１が必要であ
る。一方、スリット２４を設けることにより、燃焼室１０内に冷却ガスの一部が流出する
ため、スリット２４の間隔Ｓ１は、当然冷却ガス通路２２の幅寸法Ｗよりも小さく、さら
になるべく小さいことが好ましい。ただし、あまり小さすぎると、燃焼室１０内のスケー
ル等がスリット２４に詰まる場合があるので、燃焼室１０に接する先端のスリット２４の
間隔Ｓ１は、例えば０．５ｍｍ程度が好ましく、上限を１．５ｍｍとする。なお、熱膨張
量を考慮したスリット間隔は、ＪＩＳ－Ｇ　５１２１－１９９１等より線膨張係数を引用
し、操業中の温度条件として、例えば内管を３００℃、外管を２０℃として計算を行えば
よい。
【００２３】
　さらに、本実施形態では、燃焼室１０内への冷却ガスの流出を抑制するために、冷却ガ
ス通路２２の先端部をラビリンス構造とする。図５に示すように、冷却ガス通路２２の先
端において、内管１１と外管１２との間には、上述のスリット２４が形成されている。本
実施形態では、外管１２の先端が内管１１側に向けて凸形状となり、内管１１の外周との
間に、所定間隔のスリット２４が全周にわたって形成されている。さらに、スリット２４
よりも後端寄りの位置において、内管１１が外管１２側に向けて凸形状となる突起２５を
有し、突起２５と外管１２の内周との間に、第二のスリット２６が形成されている。第二
のスリット２６は、燃焼室１０に面していないため、スケール等による詰まりを考慮する
必要がなく、なるべく小さい間隔、例えば０．３ｍｍ程度の間隔Ｓ２にすることが好まし
い。このように、冷却ガス通路２２の先端部において、２つのスリット２４、２６の位置
をバーナ３の半径方向の高さが異なるように配置したラビリンス構造とすることで、圧力
損失により冷却ガスの燃焼室１０への漏れを抑え、加熱効率の低下を抑制することができ
る。先端のスリット２４と第二のスリット２６との間隔は、少なくとも、熱膨張量の差に
よる内管１１と外管１２との軸方向のずれの最大寸法よりも大きいことが必要であり、例
えば、上記線膨張係数を引用した計算によるずれの最大寸法の２倍程度とすることが好ま
しい。
【００２４】
　以上のように、本実施形態では、冷却ガス通路２２の先端側を略閉鎖し、冷却ガスをＵ
ターンさせて炉外側へ戻す構造としたことにより、冷却ガス通路２２の先端がそのまま燃
焼室１０側へ開放されている場合と比較して、炉内へ侵入する冷却ガスの量を低減できる
。したがって、加熱炉の加熱効率の低下を抑制し、燃料コストの削減を図ることができる
。
【００２５】
　しかも、冷却ガス流入通路と冷却ガス排出通路とを、仕切り壁１３によって周方向に分
割したことにより、バーナ３の外径を拡大させることなく、冷却ガスを炉外側へ戻すこと
ができる。したがって、既存の加熱炉１でも、バーナ３を挿入するための炉壁４の開口を
変更することなく実施できる。
【００２６】
　また、冷却ガス通路２２の先端に、全周にわたってスリット２４を設けることにより、
燃料ガスの高熱に曝される内管１１と外管１２との熱膨張差を吸収し、亀裂を防ぐことが
できる。さらに、スリット２４、２６をバーナ３の軸方向に複数設けてラビリンス構造と
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すれば、冷却ガスが燃焼室１０に流入する量を抑制し、加熱炉１の加熱効率の低下を、よ
り抑えることができる。
【００２７】
　以上、本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明はかかる例に限定されない
。当業者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変
更例または修正例に想到しうることは明らかであり、それらについても当然に本発明の技
術的範囲に属するものと了解される。
【００２８】
　例えば、冷却ガス通路２２の先端部に、３つ以上の複数のスリットを、半径方向に交互
の位置に配置してもよい。
【００２９】
　また、内管１１および外管１２の先端に、それぞれ蓋体を接合することにより、上述の
スリットを形成し、冷却ガス通路２２の先端を略閉鎖するようにしてもよい。
【実施例】
【００３０】
　本発明の実施例にかかるリジェネバーナを加熱炉に取り付けた。熱電対を、バーナ先端
部の３か所（ａ：内管の冷却ガス排出通路側、ｂ：内管の冷却ガス流入通路側、ｃ：外管
）に設置して、それぞれの位置の温度を測定した。冷却ガスの漏れは、
リーク率＝（入側エア流量－出側エア流量）／（入側エア流量）
により算出した。なお、エア流量は、温度、圧力、流速により算出した。このバーナの耐
久性を、リーク率の推移と、開放点検により確認した。
【００３１】
　図６は、熱電対による各位置ａ、ｂ、ｃの温度測定結果と、冷却ガスのリーク率を示す
グラフである。リジェネバーナの温度は、燃焼時２４０℃～消火時１９０℃の間であり、
バーナ先端のスリットからの冷却ガスの炉内へのリーク率は、バーナの周期的な温度変化
と同期して、燃焼時１７％～消火時２５％となった。燃焼時には、内管が径方向に熱膨張
し、スリット間隔が小さくなるために、リーク率が下がった。試験開始から１カ月間、リ
ーク率は同傾向であり、バーナ先端部の破損が発生していないことがわかった。なお、シ
ミュレーションによれば、リーク率は約２７％であった。
【００３２】
　本実施例により、バーナの燃料原単位は約１％改善、すなわち省エネ効果が約１％とな
った。
【産業上の利用可能性】
【００３３】
　本発明は、リジェネバーナ等のバーナの冷却構造に適用できる。
【符号の説明】
【００３４】
１　　加熱炉
２　　鉄鋼材料
３　　バーナ
４　　炉壁
１０　燃焼室
１１　内管
１２　外管
１３　仕切り壁
２１　燃料ガス通路
２２　冷却ガス通路
２３　連通部
２４　スリット
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